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 財団法人 日本フォスター・プラン協会事業報告書  

 

2006会計年度（2005年7月1日から2006年6月30日まで） 

 

【当会計年度の事業報告概要】  

(1) 当会計年度は、1998会計年度以降の寄附者数減少に歯止めをかけた前会計年度までの基盤
をベースに、2008年に予定される新公益法人制度施行後も名実共にわが国のNGO団体の中

核として機能する体制の整備に向け、寄附金収入構造の多様化と効率化に対応し、経営効

率とNGO団体としての総合力の向上を目指して事業を展開した。2006年1月には、主務官

庁である外務省による定期の公益法人立入検査（3年に 1度）にて、運営状況、会計処理

状況等の全検査項目について総合的評価A（＝改善の必要なし）の判定を受けた。 

(2) 財務状況は以下の通り。 
 2004会計年度 2005会計年度 2006会計年度 

収入合計（千円） 3,506,813 3,740,231 3,763,334 

支出合計（千円） 3,479,783 3,970,779 3,927,190 

収支差額（千円） 27,030 △230,548 △163,856 

次期繰越収支差額（千円） 1,165,629 935,081 771,225 

・ 当期収入は、前会計年度のスマトラ沖地震津波緊急・復興支援等の押し上げ要因を考

慮し、予算策定時はマイナス成長（前年度予算比 99.2％）を予想していたが、度重な

る自然災害等から当会計年度中も緊急・復興支援案件がグラント収入の堅調な伸びを

支え、これに牽引されて全体としても成長・拡大傾向（期首予算比115.1％、前年度比

100.6％）を維持した。 

・ 当期支出は期首予算比で118.9％となったが、これは、増収と内部留保削減を背景に、

開発途上国での支援活動実施に充てる実施委託費及び国庫補助事業委託費としての支

出が3,290,962千円と期首予算比126.0％に増加したことによる。なお、経費率は、

国内運営経費削減の徹底により期首予算19.97％を大きく下回る16.67％となった。 

・ 政府ガイドラインの適正水準（30％）を下回るよう努めている内部留保率は、当期末

には22.2％と前会計年度26.1％よりさらに低減を達成した。 

(3) 支援者数の推移は、期末チャイルド数56,207名（前年度末56,045名）、期末マンスリー・
サポーター数14,047名（前年度末12,931名）と増加傾向を維持した。 

 2004会計年度 2005会計年度 2006会計年度 

資料請求件数 18,545 21,139 13,920 

新規申込数 7,722 7,147 5,504 

援助中止数 5,718 5,534 5,227 

ﾌﾟﾗﾝ･ｽﾎﾟﾝｻｰｼｯﾌﾟ 

(ﾁｬｲﾙﾄﾞ数) 

年度末数 54,449 56,045 56,207 

新規申込数 3,147 3,150 2,300 

援助中止数 868 1,066 1,159 

ﾌﾟﾗﾝ･ﾏﾝｽﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾀｰ 

(ﾏﾝｽﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾀｰ数) 

年度末数 10,847 12,931 14,047 

(4) 事業ハイライトは以下の通り。 

① 新コミュニケーション戦略の実行： 支援者ならびに広く市民社会により判りやすく本
協会の活動を説明し、認知度向上やイメージ浸透を図るため、2006年1月よりプラン・

インターナショナル・インクの活動方針「子どもとともに進める地域開発」に基づくブ

ランド・メッセージを前面に打ち出し、対外的・対内的な情報発信のデザインや表現を

刷新・統一した。 
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② 支援者・市民社会との接点の強化： 2005年7月より本協会職員や外部講師による講演
会「マンスリー・サロン」を開始し、当会計年度中に計11回開催、計326名の参加を得

て、支援者や一般向けに広く途上国開発や NGO、当協会の活動についての理解促進・意

見交換の場を持った。また、2006年2月には「企業社会における社会貢献活動のあり方」

と題した CSR（企業の社会的責任）セミナーを開催、企業 124社の参加（応募総数 442

社）を得て、NGOと共に進める社会貢献を訴えた。 

③ 経営効率と支援者利便性の向上： 2006年1月のホームページ改訂に伴う機関紙・報告
書・資料等の電子化、クレジットカードによるオンライン寄附受付等、インターネット

を通じた支援者利便性向上を進めた。また、本協会業務においても電子決済の導入、ワ

ークシェアリングの推進などの経営効率化を図った。 

④ 信頼に応える体制づくり： 個人情報保護強化の一環として、日常業務における適切な
個人情報管理や入退室管理の徹底、内部監査の実施、個人情報保護方針・関連規程整備

等を行ない、さらなる体制の徹底を図った。 

 

本協会の寄附行為第４条に記載する「事業」に準じた事業概要は下記の通りである。 

 

1. 開発途上国の子ども達及びその家族又は地域社会に対する援助 

当会計年度においては、当期収入合計 3,763,334千円のうち、3,290,962千円（うち実施

委託費として 3,239,863千円、国庫補助事業委託費として 51,099千円）を開発途上国にお

ける支援活動実施に充てた。その内訳は以下の通り。 

 

 支出額 実施内容 

Ⅰ．実施委託費   

 ①指定寄附金・無指定寄附金事業 

（ﾌﾟﾗﾝ一般ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ） 

（ﾌﾟﾗﾝ特別ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ） 

480,224千円 新規 85ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを含む計

91ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

(緊急支援 8件を含む) 

(内部留保金の一部を含む) 

 ②マンスリー・サポーター事業 

（ﾌﾟﾗﾝ･ﾏﾝｽﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾀｰ） 

298,128千円 ｴｲｽﾞ孤児、児童虐待等の特

定の環境にある子どもに焦

点を充てた 17ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

 ③援助金事業 

（ﾌﾟﾗﾝ･ｽﾎﾟﾝﾝｻｰｼｯﾌﾟ） 

 

2,283,438千円 ﾌﾟﾗﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ活動国 45

カ国にて計約 6,000ﾌﾟﾛｼﾞｪ

ｸﾄ（加盟支援国 15カ国共同

事業） 

 ④助成金事業 16,381千円 詳細は後述の 6項参照 

 

内訳 

⑤メモリアル・ファンド事業 161,692千円 ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ出生登録ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

及び①⑥の実施対象に充当 

(内部留保金の一部を含む) 

小計  3,239,863千円  

Ⅱ．国庫補助事業委託費   

 内訳 ⑥国庫補助事業 51,099千円 詳細は後述の 6項参照 

小計  51,099千円  

 

合計 

  

3,290,962千円 
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当会計年度中に本協会が実施した緊急支援として上掲表Ⅰ－①に挙げた8件の内訳は以下の

通りである。 

 

 対象国 支援募集時期 当会計年度支出額 

スマトラ沖地震・津波緊急復興支援 インド 

インドネシア 

スリランカ 

タイ 

2005/1-12 7,145千円 

ニジェール食糧危機緊急支援 ニジェール 2005/7-10 9,396千円 

中米ハリケーン被害緊急復興支援 エルサルバドル 

グアテマラ 

ホンジュラス 

2005/10-2006/3 10,800千円 

パキスタン地震被害緊急復興支援 パキスタン 2005/10-2006/3 91,011千円 

マラウィ食糧危機緊急支援 マラウィ 2005/10-2006/3 6,835千円 

フィリピンレイテ島地滑り緊急支援 フィリピン 2006/2-6 11,392千円 

ジャワ中部地震緊急復興支援 インドネシア 2006/5-11 38,653千円 

東チモール騒乱緊急支援 東チモール 2006/6-9 292千円 

 

合計 

 

175,524千円 

 

なお、以下は、当会計年度中に本協会が実施したプロジェクト例である。 

 

Ⅰ－① 指定寄附金・無指定寄附金事業事例：「幼児教育」プロジェクト 

 

対象地域：バングラデシュ国ガジプール県 

当会計年度本協会支出額：11,556,040円 

0～6歳の子どもと親（計 18,800名）に対し、幼児期の健全な心身の発育を

目的として基礎知識の講習会と具体的な幼児教育（歌、遊戯、読み聞かせ、

読み書き・数字の勉強）を実施。 
 
Ⅰ－① 指定寄附金・無指定寄附金事業事例：｢子どもの生存｣プロジェクト 

 

対象地域：ニジェール国ドッソ県、ティラベリ県 

当会計年度本協会支出額：17,545,749円 

0～5歳児3,200名と女性813名にBCG、ポリオ、三種混合、はしかの予防接

種を実施。蚊帳約15,000張り支給。保健所10カ所改築。 

 
Ⅰ－① 緊急支援事例： 「パキスタン地震被害緊急・復興支援」プロジェクト  

 

対象地域： パキスタン国マンセラ行政区 

当会計年度本協会支出額：91,011,079円 

2005年 10月 8日に発生したマグニチュード 7.6の地震後、パキスタン北部

のマンセラ行政区にて緊急・復興支援を展開。本協会支出分は約 5万人を対

象とする教育復興支援（本協会単独事業）の他、約 6万名を対象とする食糧

支給、避難所提供、トラウマケア等の実施（プラン・インターナショナル共

同事業）に役立てた。 

このパキスタンでの地震被害に対するプラン・インターナショナル全体

の当該年度中支援総額は、本協会支出額を含め合計約 970万ドル（約 10

億円）。活動は 2010会計年度まで継続予定（総予算 2,115万ドル：約

23億円）。 

 

 

 




